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第３回 稚内市観光振興のための新税に関する審議会 議事録 

 

〇 日 時 

令和７年５月 14 日（水）午後１時～ 

 

〇 場 所 

稚内市役所３階 市長会議室 

 

〇 次 第 

１ 開会 

２ 会長挨拶 

３ 議事 

（１）第２回審議会を踏まえた稚内市としての考え方 

（２）新たな「税」の導入の是非 

４ その他 

５ 閉会 
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議事について、事務局より説明。 

委員から出た主な意見や質問、事務局からの応答は下記のとおり。 

 

〇 札幌市などが行う予定の特別徴収義務者に対する交付金については、どのように考え

ているのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

  北海道では事務の手数料として 3.5％の交付金を各事業者に交付すると示しており、稚

内市としても同様の交付金を考えている。 

 

〇 稚内観光協会として、昨年 10月、稚内市長へ「導入の是非について議論を早めてほし

い」と要望した。稚内観光協会の会員向けに行ったアンケートの結果では、協会全体

として北海道の新税導入に賛成の意見が多かったが、使途の期待については意見が拮

抗した。稚内市の使途を検討する上では慎重な議論をお願いしたい。併せて、特別徴

収義務者となる宿泊事業者の負担軽減を図っていただきたい。 

 

〇 「きた・北海道 DMO」は、稚内市を始め、利尻町・利尻富士町・礼文町の各行政からの

負担金で運営を行っている。各市町に対して「法定外目的税も視野に入れて継続した

支援をお願いしたい」という趣旨の要望を出している。宿泊税の導入を進めていただ

きたい。 

 

〇 宿泊税導入に反対意見があるのも事実であるが、稚内市の将来を考えると、廃業する

施設も増えると想定され、「何がこの地域に必要なのか」という観点から使い道をしっ

かり決めていくことが重要である。何を行うにしても財源が必要であり、宿泊税の導

入を進めていくべきと考える。 

 

〇 次の世代のことを考えた時に、何を行うにしても財源は必要不可欠である。見直し規

定が５年に１回ということであれば、まずは５年間やってみる。何事も最初にやる時

は大変になることを覚悟しなければならない。 

 

〇 観光客を増やしていくためには、施設の維持などにお金がかかる。宿泊施設や交通事

業者の人手不足を解消するためには、DX を促進し、人手不足を補っていくことも重要

である。将来のまちのために、宿泊税の導入を前向きに考えていきたい。 
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〇 人件費・建物の修繕に関する費用など、物価が上昇する中で、財源が必要になること

を考えると、宿泊税の導入には賛成である。使途の内容が重要になるが、宿泊施設や

飲食店に限らず、幅広い観光関係者からの意見を踏まえて検討してほしい。 

 

〇 北海道と稚内市のように２つの行政が１つの場所に対して同じ目的税を課税している

地域はあるのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

  福岡県と福岡市、北九州市などでは既に実施している。 

 

〇 宿泊料金の支払い方は、現金やクレジット払いなど様々であるが、クレジット払いな

どの時に、宿泊事業者が決済手数料を負担することとなる。都道府県単位で支払い方

法を決めることも検討できると思うが、一定程度ルール化して、宿泊業者の負担を軽

減することはできないのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

  仮に、宿泊税の徴収に関して、独自の稚内市のルールを作ることは可能であると思うが、

北海道と同じルールにならなければ、取り扱いが複雑になってしまい、宿泊事業者の負

担になると考える。 

 


